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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

  

回次 第120期中 第121期中 第122期中 第120期 第121期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 29,558 30,511 30,656 60,084 61,015 

経常利益 (百万円) 1,047 1,068 1,014 2,607 2,630 

中間(当期)純利益 (百万円) 589 586 570 1,493 1,856 

純資産額 (百万円) 23,178 24,710 25,479 24,169 25,291 

総資産額 (百万円) 43,359 48,180 44,811 44,481 47,742 

１株当たり純資産額 (円) 702.83 741.39 764.39 731.62 758.51 

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 17.88 17.78 17.33 43.87 56.32

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 53.5 50.7 56.2 54.3 52.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,917 3,598 1,752 3,461 5,474

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △915 △1,006 △1,165 △1,735 △947

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △244 △290 △3,447 △545 △615

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 6,091 8,820 7,574 6,521 10,432

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用人員〕 

(人) 
871 

〔287〕
877

〔335〕
896

〔403〕
861 

〔302〕
867

〔359〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

  

回次 第120期中 第121期中 第122期中 第120期 第121期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 26,627 26,984 27,282 53,524 54,036 

経常利益 (百万円) 719 647 739 1,543 1,524 

中間(当期)純利益 (百万円) 434 420 510 925 1,262 

資本金 (百万円) 2,617 2,617 2,617 2,617 2,617 

発行済株式総数 (株) 33,171,087 33,171,087 33,171,087 33,171,087 33,171,087 

純資産額 (百万円) 19,235 19,920 20,249 19,790 20,108 

総資産額 (百万円) 38,333 42,563 39,213 38,761 41,940 

１株当たり純資産額 (円) 583.29 604.26 614.60 599.37 610.13 

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 13.16 12.77 15.50 27.22 38.31

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 6.00 6.00 6.00 12.00 12.00 

自己資本比率 (％) 50.2 46.8 51.6 51.1 47.9 

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用人員〕 

(人) 
587 

〔129〕
588

〔157〕
600

〔223〕
582 

〔133〕
581

〔177〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数(当社グループ(当社及び連結子会社)からグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グル

ープへの出向者を含む。)であります。また、臨時従業員数は、〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。 

２ 臨時従業員は、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成19年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。また、臨時従業

員数は、〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員は、パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

  食品部門     493〔185〕   

  バイオ部門     345〔208〕   

  全社(共通)     58〔 10〕   

  合計     896〔403〕   

従業員数(人) 600〔223〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、個人消費の低迷に加え米国経済の減速懸念があるものの、大企業の

景況感は底堅さを維持し、不安材料を抱えながらも回復基調を保ってまいりました。 

一方、当社グループを取り巻く関連企業は厳しい環境下に置かれました。食品部門における主要得意先である製

パン業界では、消費の伸び悩みに加え、原材料価格の上昇により、収益の圧迫が懸念されております。 

また、バイオ部門の主要得意先である医薬品業界では、引き続き医療費抑制のための後発医薬品の使用促進策が

進められ国内市場の成長が鈍化する中、業界の大型再編による研究開発施設の統合や、外資系製薬企業等の研究所

の海外移転も加速され、当社グループの研究支援事業も影響を受けております。 

このような状況下で当社グループは、食品・バイオの両部門共に設備面やＲ＆Ｄ面で積極的な投資を行い、生産

効率の向上と研究・開発体制の強化や新製品開発の促進を図ってまいりました。また、研究・開発、製造、営業が

一体となった拡販体制を推進すると共に、トータルローコスト策を進めてまいりました。しかしながら、エネルギ

ーや穀物相場の高騰等に伴う原材料費の急激な上昇分を吸収できなかったことに加え、販管費等の増加といった要

因も重なりました。 

この結果、売上高は主要製品の拡販並びにイーストや養魚用飼料の価格改定もあって306億56百万円と前中間連結

会計期間に比べ1億45百万円（＋0.5％）の増収となりました。利益につきましては、経常利益は原材料価格の高騰

等が影響し10億14百万円と前中間連結会計期間に比べ54百万円（△5.1％）の減益となりました。中間純利益は5億

70百万円と前中間連結会計期間に比べ15百万円（△2.6％）の減益となりました。 

  

食品部門 

食品部門は、新製品を積極的に上市し拡販に結びつけたことにより、イースト関連やフラワーペースト・油脂加

工品の売上高は前中間連結会計期間を上回りましたが、マヨネーズ・総菜や商事商品は前中間連結会計期間を下回

りました。 

その結果、売上高は229億75百万円と前中間連結会計期間並みとなりました。営業利益は物流費の削減や生産性の

向上及び当中間連結会計期間に実施しました価格改定等によるコスト吸収諸施策の推進もあり、6億75百万円と前中

間連結会計期間に比べ49百万円（＋7.9％）の増益となりました。 

更に、９月にはマヨネーズと総菜の開発部署を一本化して、研究・開発の効率化とノウハウの共有化を図ること

により、提案力を強化しました。 

  



バイオ部門 

バイオ部門は、６月に機構改革を実施しバイオサイエンス部を新設すると共に、長浜生物科学研究所を事業所と

して研究・開発と製造を一体化することにより、新製品開発のスピードと生産効率のアップを図りました。これに

より、生化学・免疫製品の売上高は前中間連結会計期間を上回りました。また、分析事業ではヨーロッパの企業と

業務提携し、業容を拡大いたしました。更に、バイオニュートリショナル製品（酵母エキス・組織培養用培地）や

養魚用飼料、飼料受託事業は大手得意先を主体とした拡販により、売上高は前中間連結会計期間を上回りました。

一方、実験動物関連や研究支援事業等のラボラトリーアニマルサイエンス事業の売上高は前中間連結会計期間を下

回りました。 

その結果、売上高は76億80百万円と前中間連結会計期間に比べ1億52百万円（＋2.0％）の増収となりました。営

業利益は、飼料原料であるトウモロコシなどの穀物価格高騰や研究開発投資等固定費上昇の影響もあり、2億19百万

円と前中間連結会計期間に比べ1億20百万円（△35.5％）の減益となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、17億52百万円の増加となりました。これは、税金等調整前中間純利益が9

億83百万円、減価償却費が9億92百万円となりましたが、法人税等の支払7億52百万円などがあったことによるもの

であります。なお、前中間連結会計期間が35億98百万円の増加であったことに比べ、18億45百万円増加額が縮小し

ております。これは主として仕入債務の減少によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、11億65百万円の減少となりました。これは、生産体制の合理化を主とし

た設備資金の支出10億32百万円によるものであります。なお、前中間連結会計期間が10億6百万円の減少であったこ

とに比べ、1億59百万円減少額が拡大しております。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、34億47百万円の減少となりました。これは、財務体質改善のため短期借

入金を31億70百万円返済したこと及び配当金の支払1億99百万円等の支出によるものであります。なお、前中間連結

会計期間が2億90百万円の減少であったことに比べ31億56百万円減少額が拡大しております。これは短期借入金を返

済したことによるものであります。 

  （注）「事業の状況」に記載された金額には、消費税等は含まれておりません。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 金額の算出は期間中の平均販売価格によっております。 

  

(2) 受注状況 

当社及び連結子会社は一部特殊需要向けを除き、受注生産を行っていないため記載を省略いたしました。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

食品部門 11,751 ＋2.5 

バイオ部門 3,964 ＋2.1 

合計 15,715 ＋2.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

食品部門 22,975 △0.0 

バイオ部門 7,680 ＋2.0 

合計 30,656 ＋0.5 

相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

山崎製パン株式会社 8,791 28.8 9,174 29.9 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)の事業上及び財務上の対処すべき課題につい

て、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  
  
４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは「酵母」を原点とする“技術立社”を目指し、東京食品研究所、長浜生物科学研究所を中心に、食

品開発センター、長浜生化学生産開発センター、飼料開発センター等ビジネスユニット毎に開発センターを設置する

とともに、連結子会社の研究開発部門等を一体化し、中長期を展望する基盤技術の研究と既存事業の活性化を図るた

めの新製品・新技術開発を進めております。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は６億75百万円であります。 

当中間連結会計期間における、各部門別の主要な研究開発分野と概要は次のとおりであります。 

  

(1) 食品部門 

食品部門は、「パンの窓を通して考える」を事業活動の原点として、製パン・製菓業界を主体に新製品・新技

術を提供すべく研究開発を進めております。 

主要製品のパン酵母においては、製パン機能性に優れたパン酵母及び製パン改良剤・発酵液等の周辺製品の開

発に加え、フラワーペースト・総菜・マヨネーズ等の製品でも市場ニーズに合わせた新製品の開発を行っており

ます。 

当部門に係る研究開発費は、４億30百万円であります。 

  

(2) バイオ部門 

バイオ部門は、「酵母・細胞・遺伝子・・・」＆「飼料・動物・遺伝子・・・」を事業活動の原点として、バ

イオサイエンス事業及びライフサイエンス事業における領域で研究開発に取り組んでいます。 

生化学・免疫製品等のバイオサイエンス分野では、蛋白質構造の改良によって従来より優れた性能を持つ体外

診断薬の原料を開発しております。また、ライフサイエンス分野では、ポストゲノムの研究支援事業拡充に向

け、遺伝子改変動物の作出及び開発等に取り組んでいます。 

 当部門に係る研究開発費は、２億44百万円であります。 

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 33,171,087 同左
東京証券取引所
市場第２部 

― 

計 33,171,087 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年９月30日 ― 33,171,087 ― 2,617 ― 1,886 



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれ

ぞれ3,000株(議決権３個)及び865株含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式880株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社日清製粉グループ本社 東京都千代田区神田錦町１－25 14,047 42.35 

株式会社みずほコーポレート 
銀行 

東京都千代田区丸の内１－３－３ 702 2.11

資産管理サービス信託銀行 
株式会社(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海１－８－12 573 1.73

フジパン株式会社 愛知県名古屋市瑞穂区松園町１－50 557 1.68 

株式会社榎本武平商店 東京都江東区新大橋２－５－２ 489 1.47 

日興シティ信託銀行株式会社 
(投信口) 

東京都品川区東品川２－３－14 440 1.33 

オリエンタル酵母工業株式会社
従業員投資会 

東京都板橋区小豆沢３－６－10 418 1.26 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－27－２ 413 1.25 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 358 1.08

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 322 0.97 

計 ― 18,319 55.23 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ─ ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ― 

議決権制限株式(その他) ─ ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

223,000 ―
権利の内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 32,548,000 32,548 同上 

単元未満株式 普通株式 400,087 ― 1単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 33,171,087 ― ― 

総株主の議決権 ― 32,548 ― 



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第２部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 (1)役職の異動 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
オリエンタル酵母工業 
株式会社 

東京都板橋区 
小豆沢三丁目６番10号 

223,000 ― 223,000 0.67

計 ― 223,000 ― 223,000 0.67 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高(円) 735 722 705 705 699 690 

低(円) 710 674 677 676 651 645 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏 名 異動年月日 

取締役 
  
食品事業本部副本部長 
兼 食品事業本部生産・開発

統括部長 
兼 食品事業本部イーストユ

ニット管掌 
兼 東京食品研究所長 

取締役 食品事業本部副本部長 
兼 食品事業本部生産・開発

統括部長 
兼 食品事業本部イーストユ

ニット管掌 

安藤 正康 平成19年10月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで）の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間

財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

 １ 現金及び預金     6,822     5,681     7,434  

 ２ 受取手形及び売掛金 ※４   12,970     12,667     13,073  

 ３ 有価証券     3,297     1,997     2,997  

 ４ たな卸資産     3,950     3,717     3,821  

 ５ 繰延税金資産     291     281     275  

 ６ その他     457     277     299  

   貸倒引当金     △40     △15     △26  

   流動資産合計     27,749 57.6   24,607 54.9   27,877 58.4

Ⅱ 固定資産                    

 １ 有形固定資産 ※1, 
2,3         

  (1) 建物及び構築物   6,643     6,534     6,578    

  (2) 機械装置及び運搬具   3,892     3,907     3,716    

  (3) 土地   2,591     2,620     2,614    

  (4) 建設仮勘定   128     799     315    

  (5) その他   690 13,946   632 14,495   635 13,859  

 ２ 無形固定資産     1,052     773     927  

 ３ 投資その他の資産                    

  (1) 投資有価証券   4,818     3,851     4,083    

  (2) 繰延税金資産   187     683     581    

  (3) その他   499     448     469    

   貸倒引当金   △72 5,431   △48 4,935   △56 5,078  

   固定資産合計     20,430 42.4   20,204 45.1   19,865 41.6

  資産合計     48,180 100.0   44,811 100.0   47,742 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

 １ 支払手形及び買掛金 ※４   9,832     9,826     9,486  

 ２ 短期借入金 ※３   3,596     359     3,529  

 ３ 未払金     3,296     2,681     2,494  

 ４ 未払法人税等     410     343     711  

 ５ 役員賞与引当金     23     25     46  

 ６ その他     1,624     1,446     1,454  

   流動負債合計     18,783 39.0   14,683 32.7   17,723 37.1

Ⅱ 固定負債                    

 １ 長期借入金 ※３   656     547     601  

 ２ 長期未払金     24     24     24  

 ３ 長期預り金     655     706     678  

 ４ 退職給付引当金     3,152     3,136     3,198  

 ５ 役員退職慰労引当金     197     233     225  

   固定負債合計     4,686 9.7   4,648 10.4   4,728 9.9

   負債合計     23,469 48.7   19,331 43.1   22,451 47.0

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     2,617 5.4   2,617 5.8   2,617 5.5

２ 資本剰余金     1,886 3.9   1,886 4.2   1,886 3.9

３ 利益剰余金     18,579 38.6   20,025 44.7   19,652 41.2

４ 自己株式     △140 △0.3   △153 △0.3   △145 △0.3

株主資本合計     22,944 47.6   24,377 54.4   24,011 50.3

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金     1,496 3.1 798 1.8   982 2.1

２ 為替換算調整勘定     △0 △0.0   8 0.0   5 0.0

評価・換算差額等 
合計     1,496 3.1 807 1.8   987 2.1

Ⅲ 少数株主持分     269 0.6   295 0.7   292 0.6

純資産合計     24,710 51.3   25,479 56.9   25,291 53.0

負債純資産合計     48,180 100.0   44,811 100.0   47,742 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額 
(百万円) 

百分比
(％) 

金額
(百万円) 

百分比
(％) 

金額 
(百万円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     30,511 100.0   30,656 100.0   61,015 100.0

Ⅱ 売上原価     23,553 77.2   23,692 77.3   46,763 76.6

   売上総利益     6,957 22.8   6,964 22.7   14,251 23.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   5,991 19.6   6,069 19.8   11,918 19.6

   営業利益     966 3.2   894 2.9   2,333 3.8

Ⅳ 営業外収益                    

 １ 受取利息   3     11     14    

 ２ 受取配当金   16     14     34    

 ３ 持分法による投資利益   46     74     186    

 ４ その他   72 138 0.4 47 146 0.5 154 390 0.6

Ⅴ 営業外費用                    

 １ 支払利息   20     13     48    

 ２ その他   15 36 0.1 13 27 0.1 45 93 0.1

   経常利益     1,068 3.5   1,014 3.3   2,630 4.3

Ⅵ 特別利益                    

   投資有価証券売却益   ― ― ― ― ― ― 601 601 1.0

Ⅶ 特別損失                    

 １ 固定資産除却損 ※２ 46     18     129    

２ 投資有価証券評価損   ―     11     ―    

 ３ その他 ※３ ― 46 0.1 ― 30 0.1 19 148 0.2

  税金等調整前中間 
  (当期)純利益     1,022 3.4 983 3.2   3,083 5.1

  法人税、住民税 
  及び事業税   442   387 1,287   

  法人税等調整額   △25 416 1.4 6 393 1.3 △101 1,185 2.0

  少数株主利益     19 0.1   18 0.0   41 0.1

  中間(当期)純利益     586 1.9   570 1.9   1,856 3.0



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,617 1,886 18,238 △135 22,607 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △197   △197 

 役員賞与（注）     △46   △46 

 中間純利益     586   586 

 自己株式の取得       △6 △6 

 自己株式の処分   0   1 1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 341 △4 337 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,617 1,886 18,579 △140 22,944 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 為替換算調整勘定

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,557 4 1,562 281 24,450 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注）         △197 

 役員賞与（注）         △46 

 中間純利益         586 

 自己株式の取得         △6 

 自己株式の処分         1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △61 △5 △66 △11 △77 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △61 △5 △66 △11 259 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,496 △0 1,496 269 24,710 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,617 1,886 19,652 △145 24,011 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △197   △197 

 中間純利益     570   570 

 自己株式の取得       △7 △7 

 自己株式の処分   0   0 0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 373 △7 365 

平成19年９月30日残高(百万円) 2,617 1,886 20,025 △153 24,377 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 為替換算調整勘定

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 982 5 987 292 25,291 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当         △197 

 中間純利益         570 

 自己株式の取得         △7 

 自己株式の処分         0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △183 3 △180 3 △176 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △183 3 △180 3 188 

平成19年９月30日残高(百万円) 798 8 807 295 25,479 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,617 1,886 18,238 △135 22,607 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）     △197   △197 

 剰余金の配当     △197   △197 

 役員賞与（注）     △46   △46 

 当期純利益     1,856   1,856 

 自己株式の取得       △13 △13 

 自己株式の処分   0   3 3 

 株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 1,414 △10 1,404 

平成19年3月31日残高(百万円) 2,617 1,886 19,652 △145 24,011 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 為替換算調整勘定

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,557 4 1,562 281 24,450 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当（注）         △197 

 剰余金の配当         △197 

 役員賞与（注）         △46 

 当期純利益         1,856 

 自己株式の取得         △13 

 自己株式の処分         3 

 株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額) △575 0 △575 10 △564 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

△575 0 △575 10 840 

平成19年3月31日残高(百万円) 982 5 987 292 25,291 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区 分 注記 
番号 

金額
(百万円) 

金額
(百万円) 

金額 
(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前中間(当期)純利益   1,022 983 3,083

減価償却費   960 992 1,973

貸倒引当金の増加額(減少額△)   △9 △18 △41

退職給付引当金の増加額(減少額△)   △8 △61 37

役員退職慰労引当金の増加額(減少額△)   △40 8 △13

受取利息及び受取配当金   △19 △25 △49

支払利息   20 13 48

持分法による投資利益   △46 △74 △186

投資有価証券売却益   ―  △0 △601

有形固定資産除却損   46 18 129

投資有価証券評価損   ― 11 ―

売上債権の減少額(増加額△)   △578 410 △677

たな卸資産の減少額(増加額△)   127 105 257

仕入債務の増加額(減少額△)   2,696 248 2,390

未払消費税等の増加額(減少額△)   45 △79 63

役員賞与の支払額   △48 ― △48

その他   111 △52 333

小 計   4,278 2,482 6,700

利息及び配当金の受取額   31 37 60

利息の支払額   △20 △14 △47

法人税等の支払額   △690 △752 △1,238

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,598 1,752 5,474

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出   ― △104 ―

有価証券の償還による収入   ― ― 300

有形固定資産の取得による支出   △931 △1,032 △1,791

有形固定資産の売却による収入   3 ― 11

無形固定資産の取得による支出   △71 △8 △108

投資有価証券の取得による支出   △4 △14 △7

投資有価証券の売却による収入   ― 0 661

その他の投資等の増加による支出   △26 △8 △37

その他の投資等の減少による収入   38 4 39

その他   △13 △1 △13

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,006 △1,165 △947

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の増加額(減少額△)   △18 △3,170 △85

長期借入金の返済による支出   △54 △54 △109

配当金の支払額   △199 △199 △396

自己株式の売却による収入   1 0 3

自己株式の取得による支出   △6 △7 △13

少数株主への配当金の支払額   △14 △15 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー   △290 △3,447 △615

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △2 1 △0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(減少額△)   2,299 △2,858 3,910

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   6,521 10,432 6,521

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 8,820 7,574 10,432

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数 ９社 

  主要な連結子会社名 

   ㈱パニーデリカ 

   ㈱パニーフーズネッ

ト 

   エスケーフーヅ㈱ 

   ㈱日本バイオリサー

チセンター 

   北山ラベス㈱ 

   ㈱オリエンタルバイ

オサービス 

   ㈱オリエンタルバイ

オサービス関東 

   ㈱ケービーティーオ

リエンタル 

OYC International, 

Inc. 

(1) 連結子会社の数 ９社 

  主要な連結子会社名 

   ㈱パニーデリカ 

   ㈱パニーフーズネッ

ト 

   エスケーフーヅ㈱ 

   ㈱日本バイオリサー

チセンター 

   北山ラベス㈱ 

   ㈱オリエンタルバイ

オサービス 

   ㈱オリエンタルバイ

オサービス関東 

   ㈱ケービーティーオ

リエンタル 

OYC International, 

Inc. 

(1) 連結子会社の数 ９社 

  主要な連結子会社名 

   ㈱パニーデリカ 

   ㈱パニーフーズネッ

ト 

   エスケーフーヅ㈱ 

   ㈱日本バイオリサー

チセンター 

   北山ラベス㈱ 

   ㈱オリエンタルバイ

オサービス 

   ㈱オリエンタルバイ

オサービス関東 

   ㈱ケービーティーオ

リエンタル 

OYC International, 

Inc. 

  (2) 主要な非連結子会社の

名称等 

  主要な非連結子会社 

   オリエンタルサービ

ス㈱ 

  (連結の範囲から除い

た理由) 

   非連結子会社は、小

規模であり、総資産、

売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼし

ていないため連結の範

囲から除いておりま

す。 

(2) 主要な非連結子会社の

名称等 

  主要な非連結子会社 

   オリエンタルサービ

ス㈱ 

  (連結の範囲から除い

た理由) 

   同左 

  

  

  

(2) 主要な非連結子会社の

名称等 

  主要な非連結子会社 

   オリエンタルサービ

ス㈱ 

  (連結の範囲から除い

た理由) 

   非連結子会社は、小

規模であり、総資産、

売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしてい

ないため連結の範囲か

ら除いております。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の非連結子

会社数     １社 

  主要な会社名 

   オリエンタルサービ

ス㈱ 

(2) 持分法適用の関連会社

数       ２社 

  主要な会社名 

   大山ハム㈱ 

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社 

   非連結子会社(㈲ア

ルプス自然堂)及び関

連会社(㈱本郷ファー

ム管理センター)は、

中間純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等

からみて、持分法の対

象から除いても中間連

結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、か

つ、全体としても重要

性がないため、持分法

の適用範囲から除外し

ております。 

(1) 持分法適用の非連結子

会社数     １社 

  主要な会社名 

   オリエンタルサービ

ス㈱ 

(2) 持分法適用の関連会社

数       ２社 

  主要な会社名 

   大山ハム㈱ 

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社 
同左 

(1) 持分法適用の非連結子

会社数     １社 

  主要な会社名 

   オリエンタルサービ

ス㈱ 

(2) 持分法適用の関連会社

数       ２社 

  主要な会社名 

   大山ハム㈱ 

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社 

   非連結子会社(㈲ア

ルプス自然堂)及び関

連会社(㈱本郷ファー

ム管理センター)は、

当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余

金(持分に見合う額)等

からみて、持分法の対

象から除いても連結財

務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全

体としても重要性がな

いため、持分法の適用

範囲から除外しており

ます。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 連結子会社のうちOYC 

International,Inc.の中間

決算日は６月30日でありま

す。中間連結財務諸表の作

成に当たっては、同中間決

算日現在の中間財務諸表を

使用しております。なお、

中間連結決算日までの期間

に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整

を行っております。 

同左  連結子会社のうちOYC 

International,Inc.の決算

日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当た

っては、同決算日現在の財

務諸表を使用しておりま

す。なお、連結決算日まで

の期間に発生した重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

    …償却原価法(定

額法) 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     …中間連結決算

日の市場価格

等に基づく時

価法(評価差

額は全部純資

産直入法によ

り処理し、売

却原価は移動

平均法により

算定) 

    時価のないもの 

     …移動平均法に

よる原価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 

  

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

        時価のないもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 

  

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     …決算期末日の

市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は

全部純資産直

入法により処

理し、売却原

価は移動平均

法 に よ り 算

定） 

    時価のないもの 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ②デリバティブ 

…時価法 

 ②デリバティブ 

同左 

 ②デリバティブ 

同左 

   ③たな卸資産 

   製品及び仕掛品 

    …主として総平均

法による原価法 

   商品、原材料及び貯

蔵品 

    …主として移動平

均法による原価

法 

 ③たな卸資産 

同左 

 ③たな卸資産 

同左 

  

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

   当社及び国内連結子

会社は、主として定率

法(ただし、平成10年

４月１日以降に取得し

た建物(附属設備を除

く)は定額法)を採用

し、在外連結子会社は

定額法を採用しており

ます。なお、主な耐用

年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物 ２～60年 

機械装置及び運搬具 

        ２～17年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産 

同左 

   ②無形固定資産 

   定額法を採用してお

ります。 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用してお

ります。 

 ②無形固定資産 

同左 

 ②無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

   当社及び国内連結子

会社は、売上債権、貸

付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等

特定の債権については

個別に回収可能性を検

討し回収不能見込額を

計上しております。在

外連結子会社について

は、個別の債権の回収

可能性を勘案した所要

見積額を計上しており

ます。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ②退職給付引当金 

   当社及び国内連結子

会社は、従業員の退職

給付に備えるため、当

連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期

間末において発生して

いると認められる額を

計上しております。 

   数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生した連結会計年度か

ら費用処理することと

しております。 

 ②退職給付引当金 

同左 

 ②退職給付引当金 

   当社及び国内連結子

会社は、従業員の退職

給付に備えるため、当

連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

   数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)

による定額法により按

分した額をそれぞれ発

生した連結会計年度か

ら費用処理することと

しております。 

   ③役員退職慰労引当金 

   当社及び国内連結子

会社は、役員の退職慰

労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間

連結会計期間末要支給

見込額を計上しており

ます。 

 ③役員退職慰労引当金 

同左 

 ③役員退職慰労引当金 

   当社及び国内連結子

会社は、役員の退職慰

労金の支出に備えるた

め、内規に基づく連結

会計年度末要支給見込

額を計上しておりま

す。 

   ④役員賞与引当金 

   当社及び国内連結子

会社は、役員に対する

賞与の支出に備えるた

め、支給見込額のうち

当中間連結会計期間負

担額を計上しておりま

す。 

 ④役員賞与引当金 

同左 

 ④役員賞与引当金 

当社及び国内連結子

会社は、役員に対する

賞与の支出に備えるた

め、支給見込額を計上

しております。 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

   リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (5) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理

は、税抜方式によって

おります。 

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

(5) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



    

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヵ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「役

員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。これに

より、営業利益、経常利益及び税

金等調整前中間純利益は、それぞ

れ23百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は24,440百万円であり

ます。 

 なお、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、中間連結財務諸

表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

―――――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

―――――――――― 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。これにより営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益は、それぞれ46百万円減少し

ております。 

なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は24,998百万円でありま

す。 

なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の中間連結財務諸表規則

により作成しております。 



  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――――――――― 

  

（有形固定資産の減価償却の方

法） 

当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当中間連結

会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益

はそれぞれ10百万円減少しており

ます。 

なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。 

（追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年

度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却に含めて計上しておりま

す。 

これにより、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益が

それぞれ44百万円減少しておりま

す。 

なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。 

―――――――――― 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１  有形固定資産の減価償却累計

額は30,260百万円であります。 

※１  有形固定資産の減価償却累計

額は31,169百万円であります。 

※１  有形固定資産の減価償却累計

額は30,455百万円であります。 

※２ 有形固定資産の圧縮記帳累計額 

建物及び構築物 90百万円

機械装置及び運搬具 174百万円

計 264百万円

※２ 有形固定資産の圧縮記帳累計額 

建物及び構築物 90百万円

機械装置及び運搬具 173百万円

計 264百万円

※２ 有形固定資産の圧縮記帳累計額 

建物及び構築物 90百万円

機械装置及び運搬具 173百万円

計 264百万円

※３ 担保に供している資産 

  有形固定資産のうち東京工

場の建物、構築物、機械装置

及び土地239百万円は工場財

団として下記借入金の担保に

供しております。 

短期借入金 109百万円

長期借入金 656百万円

計 766百万円

※３ 担保に供している資産 

  有形固定資産のうち東京工

場の建物、構築物、機械装置

及び土地239百万円は工場財

団として下記借入金の担保に

供しております。 

短期借入金 109百万円

長期借入金 547百万円

計 656百万円

※３ 担保に供している資産 

  有形固定資産のうち東京工

場の建物、構築物、機械装置

及び土地232百万円は工場財

団として下記借入金の担保に

供しております。 

短期借入金 109百万円

長期借入金 601百万円

計 711百万円

※４ 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理 

 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

おります。 

 なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末

日満期手形が中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形 171百万円

支払手形 4百万円

※４ 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理 

 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

おります。 

 なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間末

日満期手形が中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形 145百万円

支払手形 0百万円

※４ 連結会計年度末日満期手形の会

計処理 

 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしており

ます。 

 なお、当連結会計年度の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期

手形が連結会計年度末残高に含

まれております。 

受取手形 164百万円

支払手形 4百万円

 ５  当社及び連結子会社において

は、運転資金の効率的な調達を

行うため、当座借越契約(取引

銀行５行)および特定融資枠契

約(コミットメントライン契約)

(取引銀行３行)を締結しており

ます。 

 これら契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 当座借越極度額 
 および特定融資 
 枠契約の総額 

2,886百万円

 借入実行残高 ―百万円

 差引額 2,886百万円

 ５  当社及び連結子会社において

は、運転資金の効率的な調達を

行うため、当座借越契約(取引

銀行５行)および特定融資枠契

約(コミットメントライン契約)

(取引銀行３行)を締結しており

ます。 

 これら契約に基づく当中間連

結会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 当座借越極度額
 および特定融資
 枠契約の総額 

2,892百万円

 借入実行残高 ―百万円

 差引額 2,892百万円

 ５  当社及び連結子会社において

は、運転資金の効率的な調達を

行うため、当座借越契約(取引

銀行５行)および特定融資枠契

約(コミットメントライン契約)

(取引銀行３行)を締結しており

ます。 

 これら契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

当座借越極度額 
 および特定融資 
 枠契約の総額 

2,889百万円

 借入実行残高 ―百万円

 差引額 2,889百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１  販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

運賃・保管料 1,389百万円

給料・賃金 1,150百万円

退職給付費用 76百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

30百万円

役員賞与引当金繰
入額 

23百万円

研究開発費 682百万円

※１  販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

運賃・保管料 1,329百万円

給料・賃金 1,200百万円

退職給付費用 80百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

28百万円

役員賞与引当金繰
入額 

28百万円

研究開発費 675百万円

※１  販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

運賃・保管料 2,735百万円

給料・賃金 2,304百万円

退職給付費用 156百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

61百万円

役員賞与引当金繰
入額 

46百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円

研究開発費 1,328百万円

※２  固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 8百万円

機械装置及び運搬具 34百万円

無形固定資産 ―百万円

その他 3百万円

※２  固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 5百万円

機械装置及び運搬具 10百万円

無形固定資産 ―百万円

その他 2百万円

※２  固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 33百万円

機械装置及び運搬具 80百万円

無形固定資産 1百万円

その他 12百万円

※３ ――――――― ※３ ――――――― ※３ 特別損失の「その他」の内訳は

次のとおりであります。 

たな卸資産評価損 10百万円

前期損益修正損 9百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少２千株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。 

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加11千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。 

  

  
前連結会計年度末 

株式数 
(千株) 

当中間連結会計期間
増加株式数 
(千株) 

当中間連結会計期間
減少株式数 
(千株) 

当中間連結会計期間末
株式数 
(千株) 

発行済株式         

普通株式 33,171 ― ― 33,171 

合計 33,171 ― ― 33,171 

自己株式         

普通株式 199 8 2 205 

合計 199 8 2 205 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 197百万円 6円 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年11月９日 
取締役会 

普通株式 197百万円 利益剰余金 6円 平成18年９月30日 平成18年12月５日

  
前連結会計年度末 

株式数 
(千株) 

当中間連結会計期間
増加株式数 
(千株) 

当中間連結会計期間
減少株式数 
(千株) 

当中間連結会計期間末
株式数 
(千株) 

発行済株式         

普通株式 33,171 ― ― 33,171 

合計 33,171 ― ― 33,171 

自己株式         

普通株式 213 11 0 223 

合計 213 11 0 223 



２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加18千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少４千株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。 
  
２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

次へ 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 197百万円 6円 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年11月８日 
取締役会 

普通株式 197百万円 利益剰余金 6円 平成19年９月30日 平成19年12月４日

  
前連結会計年度末 

株式数 
(千株) 

当連結会計年度
増加株式数 
(千株) 

当連結会計年度
減少株式数 
(千株) 

当連結会計年度末 
株式数 
(千株) 

発行済株式         

普通株式 33,171 ― ― 33,171 

合計 33,171 ― ― 33,171 

自己株式         

普通株式 199 18 4 213 

合計 199 18 4 213 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 197百万円 6円 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月９日 
取締役会 

普通株式 197百万円 6円 平成18年９月30日 平成18年12月５日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 197百万円 利益剰余金 6円 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成18年９月30日) 

現金及び預金勘定 6,822百万円

有価証券勘定 3,297百万円

計 10,120百万円

預入期間が３ヵ
月を超える定期
預金 

―百万円

取得日から償還
日までの期間が
３ヵ月を超える
債券等 

△1,299百万円

現金及び現金同
等物 

8,820百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成19年９月30日) 

現金及び預金勘定 5,681百万円

有価証券勘定 1,997百万円

計 7,678百万円

預入期間が３ヵ
月を超える定期
預金 

△104百万円

取得日から償還
日までの期間が
３ヵ月を超える
債券等 

―百万円

現金及び現金同
等物 

7,574百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

(平成19年３月31日) 

現金及び預金勘定 7,434百万円

有価証券勘定 2,997百万円

計 10,432百万円

預入期間が３ヵ
月を超える定期
預金 

―百万円

取得日から償還
日までの期間が
３ヵ月を超える
債券等 

―百万円

現金及び現金同
等物 

10,432百万円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 
  

    なお、取得価額相当額は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

  
  

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

建物及び 
構築物 494 209 284 

機械装置 
及び運搬具 175 90 84 

その他 434 306 128 

合計 1,104 606 497 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 
  

同左 

  

  
  

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

建物及び 
構築物 494 280 213 

機械装置 
及び運搬具 193 100 93 

その他 329 250 78 

合計 1,017 630 386 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 
  

    なお、取得価額相当額は、

未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

 

  

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

建物及び
構築物 494 244 249 

機械装置
及び運搬具 187 108 79 

その他 445 352 93 

合計 1,127 705 421 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

    なお、未経過リース料中間

期末残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

１年以内 182百万円

１年超 314百万円

 合計 497百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

同左 

  

１年以内 143百万円

１年超 243百万円

 合計 386百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

    なお、未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  

１年以内 161百万円

１年超 259百万円

 合計 421百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 107百万円

減価償却費相当額 107百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 93百万円

減価償却費相当額 93百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 206百万円

減価償却費相当額 206百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 3百万円

１年超 0百万円

 合計 3百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 ―百万円

 合計 0百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 1百万円

１年超 ―百万円

 合計 1百万円



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落した場合には、原則として減損処理を行うことと

しております。 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式                 394百万円 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落した場合には、原則として減損処理を行うことと

しております。 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式                   395百万円 

  

前へ   次へ 

  
  中間連結貸借対照
表計上額(百万円)

 
時価(百万円) 

 
差額(百万円) 

(1) 国債・地方債等   2,997   2,998   0 

(2) 社債   300   300   0 

(3) その他   ―   ―   ― 

計   3,297   3,298   0 

  
  
取得原価(百万円)

  中間連結貸借対照
表計上額(百万円)

 
差額(百万円) 

(1) 株式   656   2,992   2,336 

(2) 債券   ―   ―   ― 

   ①国債・地方債等   ―   ―   ― 

   ②社債   ―   ―   ― 

   ③その他   ―   ―   ― 

(3) その他   ―   ―   ― 

計   656   2,992   2,336 

  
  中間連結貸借対照
表計上額(百万円)

 
時価(百万円) 

 
差額(百万円) 

(1) 国債・地方債等   1,997   1,997   0 

(2) 社債   ―   ―   ― 

(3) その他   ―   ―   ― 

計   1,997   1,997   0 

  
  
取得原価(百万円)

  中間連結貸借対照
表計上額(百万円)

 
差額(百万円) 

(1) 株式   599   1,908   1,308 

(2) 債券   ―   ―   ― 

   ①国債・地方債等   ―   ―   ― 

   ②社債   ―   ―   ― 

   ③その他   ―   ―   ― 

(3) その他   ―   ―   ― 

計   599   1,908   1,308 



Ⅲ 前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落した場合には、原則として減損処理を行うことと

しております。 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式                    394百万円 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

デリバティブ取引については、為替予約取引を行っておりますが、中間期末に外貨建金銭債権債務等に振り

当てたことにより、当該外貨建金銭債権債務等の換算を通じて中間連結財務諸表に計上されているため、時価

等の開示対象はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

デリバティブ取引については、為替予約取引を行っておりますが、中間期末に外貨建金銭債権債務等に振り

当てたことにより、当該外貨建金銭債権債務等の換算を通じて中間連結財務諸表に計上されているため、時価

等の開示対象はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

デリバティブ取引については、為替予約取引を行っておりますが、期末に外貨建金銭債権債務等に振り当て

たことにより、当該外貨建金銭債権債務等の換算を通じて連結財務諸表に計上されているため、時価等の開示

対象はありません。 

  

  
  連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
 

時価(百万円) 
 

差額(百万円) 

(1) 国債・地方債等   2,997   2,997   △0 

(2) 社債   ―   ―   ― 

(3) その他   ―   ―   ― 

計   2,997   2,997   △0 

  
  
取得原価(百万円)

  連結貸借対照表 

計上額(百万円) 
 

差額(百万円) 

(1) 株式   598   2,188   1,589 

(2) 債券   ―   ―   ― 

   ①国債・地方債等   ―   ―   ― 

   ②社債   ―   ―   ― 

   ③その他   ―   ―   ― 

(3) その他   ―   ―   ― 

計   598   2,188   1,589 



(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

(注) １ 事業区分の方法 

当社企業集団の事業区分は、製品の種類及び販売市場に応じて、食品部門、バイオ部門にセグメンテーションしておりま

す。 

２ 各事業区分の主要製品 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」（役員賞与に関する会計基準）に記載のとおり、当中間

連結会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。こ

れにより、当中間連結会計期間における営業費用は「食品部門」が13百万円、「バイオ部門」が９百万円増加し、営業利

益がそれぞれ同額減少しております。 

  

  

  
食品部門 
(百万円) 

バイオ部門
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円)

連結 
(百万円) 

 売上高           

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

22,982 7,528 30,511 ― 30,511 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

53 3 56 (56) ― 

計 23,035 7,531 30,567 (56) 30,511 

 営業費用 22,409 7,191 29,601 (56) 29,544 

 営業利益 626 339 966 ― 966 

事業区分 主要製品 

食品部門 イースト、ドライイースト、フラワーペースト、カスタード、油脂加工品、マヨネ
ーズ・ドレッシング、粉末かんすい、総菜(調理フィリング)、ベーキングパウダ
ー、パン品質改良剤、パン種、発酵風味液、酵母機能利用製品、健康補助食品 

バイオ部門 生化学製品・免疫製品、バイオニュートリショナル（酵母エキス・組織培養用培
地）、各種受託業務、実験動物用飼料、実験動物、養魚用飼料、ペットフード、つ
り餌 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  

(注) １ 事業区分の方法 

当社企業集団の事業区分は、製品の種類及び販売市場に応じて、食品部門、バイオ部門にセグメンテーションしておりま

す。 

２ 各事業区分の主要製品 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」（有形固定資産の減価償却の方法）に記載のとおり、当

社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以後に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法により、減価償却費を計上しております。これにより、当中

間連結会計期間における営業費用は「食品部門」が６百万円、「バイオ部門」が３百万円増加し、営業利益がそれぞれ同

額減少しております。 
また、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。こ

れにより、当中間連結会計期間における営業費用は「食品部門」が２７百万円、「バイオ部門」が１７百万円増加し、営

業利益がそれぞれ同額減少しております。 

  
食品部門 
(百万円) 

バイオ部門
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円)

連結 
(百万円) 

 売上高           

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

22,975 7,680 30,656 ― 30,656 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

36 2 38 (38) ― 

計 23,012 7,682 30,695 (38) 30,656 

 営業費用 22,336 7,463 29,800 (38) 29,761 

 営業利益 675 219 894 ― 894 

事業区分 主要製品 

食品部門 イースト、ドライイースト、フラワーペースト、カスタード、油脂加工品、マヨネ
ーズ・ドレッシング、粉末かんすい、総菜(調理フィリング)、ベーキングパウダ
ー、パン品質改良剤、パン種、発酵風味液、酵母機能利用製品、健康補助食品 

バイオ部門 生化学製品・免疫製品、バイオニュートリショナル製品（酵母エキス・組織培養用
培地）、ラボラトリーアニマルサイエンス（各種受託業務・実験動物用飼料・実験
動物）、養魚用飼料、ペットフード、つり餌 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

当社企業集団の事業区分は、製品の種類及び販売市場に応じて、食品部門、バイオ部門にセグメンテーションしておりま

す。 

２ 各事業区分の主要製品 

３ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」（役員賞与に関する会計基準）に記載のとおり、当連結会計

年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。これによ

り、当連結会計年度における営業費用は「食品部門」が27百万円、「バイオ部門」が18百万円増加し、営業利益がそれぞ

れ同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成19年４月１

日 至 平成19年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成19年４月１

日 至 平成19年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  
食品部門 
(百万円) 

バイオ部門
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円)

連結 
(百万円) 

 売上高           

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

45,536 15,478 61,015 ― 61,015 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

120 5 126 (126) ― 

計 45,657 15,483 61,141 (126) 61,015 

 営業費用 44,374 14,433 58,807 (126) 58,681 

 営業利益 1,283 1,050 2,333 ― 2,333 

事業区分 主要製品 

食品部門 イースト、ドライイースト、フラワーペースト、カスタード、油脂加工品、マヨネ
ーズ・ドレッシング、粉末かんすい、総菜(調理フィリング)、ベーキングパウダ
ー、パン品質改良剤、パン種、発酵風味液、酵母機能利用製品、健康補助食品 

バイオ部門 生化学製品・免疫製品、バイオニュートリショナル（酵母エキス・組織培養用培
地）、各種受託業務、実験動物用飼料、実験動物、養魚用飼料、ペットフード、つ
り餌 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

   ３ １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当する事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当する事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当する事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当する事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 741円39銭

１株当たり 
中間純利益金額 

17円78銭

１株当たり純資産額 764円39銭

１株当たり 
中間純利益金額 

17円33銭

１株当たり純資産額 758円51銭

１株当たり
当期純利益金額 

56円32銭

  
前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日) 
当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日) 
前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 24,710 25,479 25,291 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 269 295 292 

（うち少数株主持分） (269) (295) (292) 

普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額
（百万円） 24,440 25,184 24,998 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
中間期末(期末)の普通株式の数（千株） 32,965 32,947 32,958 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 586 570 1,856 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 586 570 1,856 

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,967 32,952 32,964 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

 １ 現金及び預金   5,736     4,820     6,152    

 ２ 受取手形 ※５ 947     825     815    

 ３ 売掛金   11,224     11,208     11,625    

 ４ 有価証券   3,297     1,997     2,997    

 ５ たな卸資産   2,978     2,847     2,893    

 ６ 繰延税金資産   200     197     194    

 ７ その他   712     503     526    

   貸倒引当金   △23     △7     △11    

   流動資産合計     25,074 58.9   22,393 57.1   25,194 60.1

Ⅱ 固定資産                    

 １ 有形固定資産 ※1, 
2,3         

  (1) 建物   4,769     4,662     4,685    

  (2) 機械及び装置   3,584     3,604     3,425    

  (3) 土地   2,103     2,111     2,105    

  (4) その他   1,255     1,782     1,429    

   有形固定資産合計   11,713     12,161     11,646    

 ２ 無形固定資産   837     589     728    

 ３ 投資その他の資産                    

  (1) 投資有価証券   3,928     2,841     3,114    

  (2) 長期貸付金   630     390     500    

  (3) 繰延税金資産   36     518     423    

  (4) その他   413     361     385    

    貸倒引当金   △69     △43     △52    

   投資その他の資産合計   4,938     4,068     4,370    

   固定資産合計     17,489 41.1   16,819 42.9   16,745 39.9

   資産合計     42,563 100.0   39,213 100.0   41,940 100.0



  

  

    
前中間会計期間末

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

 １ 買掛金   9,094     9,247     9,025    

 ２ 短期借入金 ※３ 2,949     109     2,949    

 ３ 未払金   3,032     2,437     2,126    

 ４ 未払法人税等   190     158     531    

 ５ 役員賞与引当金   14     15     28    

 ６ その他 ※４ 3,102     2,818     2,891    

  流動負債合計     18,383 43.2   14,787 37.7   17,553 41.9

Ⅱ 固定負債                    

 １ 長期借入金 ※３ 656     547     601    

 ２ 長期預り金   588     624     601    

 ３ 退職給付引当金   2,866     2,825     2,903    

 ４ 役員退職慰労引当金   149     179     172    

  固定負債合計     4,260 10.0   4,176 10.7   4,278 10.2

  負債合計     22,643 53.2   18,963 48.4   21,832 52.1

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     2,617 6.2   2,617 6.7   2,617 6.2

２ 資本剰余金                    

(1) 資本準備金   1,886     1,886     1,886    

(2) その他資本剰余金   0     0     0    

資本剰余金合計     1,886 4.4   1,886 4.8   1,886 4.5

３ 利益剰余金                    

(1) 利益準備金   654     654     654    

(2) その他利益剰余金                    

配当準備資金   700     700     700    

固定資産圧縮 
積立金   488     459     459    

別途積立金   11,300     12,200     11,300    

繰越利益剰余金   1,030     1,117     1,704    

利益剰余金合計     14,173 33.3   15,131 38.6   14,818 35.3

４ 自己株式     △140 △0.3   △153 △0.4   △145 △0.3

株主資本合計     18,538 43.6   19,482 49.7   19,176 45.7

Ⅱ 評価・換算差額等                    

  その他有価証券 
  評価差額金    1,381 3.2 766 1.9   931 2.2

評価・換算差額等 
合計    1,381 3.2 766 1.9   931 2.2

純資産合計     19,920 46.8   20,249 51.6   20,108 47.9

負債純資産合計     42,563 100.0   39,213 100.0   41,940 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額 
(百万円) 

百分比
(％) 

金額
(百万円) 

百分比
(％) 

金額 
(百万円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     26,984 100.0   27,282 100.0   54,036 100.0

Ⅱ 売上原価     21,733 80.5   21,976 80.6   43,305 80.1

   売上総利益     5,251 19.5   5,305 19.4   10,730 19.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     4,842 18.0   4,873 17.8   9,498 17.6

   営業利益     408 1.5   432 1.6   1,232 2.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   269 1.0   326 1.2   371 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   30 0.1   19 0.1   80 0.1

   経常利益     647 2.4   739 2.7   1,524 2.8

Ⅵ 特別利益 ※３   ― ―   ― ―   601 1.1

Ⅶ 特別損失 ※４   44 0.2   27 0.1   128 0.2

   税引前中間(当期) 
   純利益     603 2.2 711 2.6   1,996 3.7

   法人税、住民税 
   及び事業税   205   187 830   

   法人税等調整額   △22 182 0.6 13 200 0.7 △96 733 1.4

   中間(当期)純利益     420 1.6   510 1.9   1,262 2.3

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  
  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本

剰余金

合計 

利益

準備金

その他利益剰余金
利益 
剰余金
合計 

配当
準備 
資金 

固定資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,617 1,886 0 1,886 654 700 521 10,800 1,303 13,978 △135 18,347

中間会計期間中の変動額                   
固定資産圧縮積立金の 
取崩（注）             △32   32 ―   ―

別途積立金の積立（注）           500 △500 ―   ―

剰余金の配当（注）             △197 △197   △197

役員賞与（注）             △28 △28   △28

中間純利益             420 420   420

自己株式の取得                 △6 △6

自己株式の処分   0 0             1 1

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)                   

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0 ― ― △32 500 △272 195 △4 190

平成18年９月30日残高(百万円) 2,617 1,886 0 1,886 654 700 488 11,300 1,030 14,173 △140 18,538

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,442 1,442 19,790

中間会計期間中の変動額       
固定資産圧縮積立金の 
取崩（注）     ―

別途積立金の積立（注）     ―

剰余金の配当（注）     △197

役員賞与（注）     △28

中間純利益     420

自己株式の取得     △6

自己株式の処分     1

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) △60 △60 △60

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △60 △60 129

平成18年９月30日残高(百万円) 1,381 1,381 19,920



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  
  

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本

剰余金

合計 

利益

準備金

その他利益剰余金
利益 
剰余金
合計 

配当
準備 
資金 

固定資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益 

剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 2,617 1,886 0 1,886 654 700 459 11,300 1,704 14,818 △145 19,176

中間会計期間中の変動額                   
別途積立金の積立           900 △900 ―   ―

剰余金の配当             △197 △197   △197

中間純利益             510 510   510

自己株式の取得                 △7 △7

自己株式の処分   0 0             0 0

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)                   

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0 ― ― ― 900 △586 313 △7 305

平成19年９月30日残高(百万円) 2,617 1,886 0 1,886 654 700 459 12,200 1,117 15,131 △153 19,482

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 931 931 20,108

中間会計期間中の変動額       
別途積立金の積立     ―

剰余金の配当     △197

中間純利益     510

自己株式の取得     △7

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) △164 △164 △164

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △164 △164 140

平成19年９月30日残高(百万円) 766 766 20,249



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  
  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本

剰余金

合計 

利益

準備金

その他利益剰余金
利益 
剰余金
合計 

配当
準備 
資金 

固定資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越
利益 

剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 2,617 1,886 0 1,886 654 700 521 10,800 1,303 13,978 △135 18,347

事業年度中の変動額                   
固定資産圧縮積立金の 
取崩（注）             △32   32 ―   ―

固定資産圧縮積立金の 
取崩             △29   29 ―   ―

別途積立金の積立（注）           500 △500 ―   ―

剰余金の配当（注）             △197 △197   △197

剰余金の配当             △197 △197   △197

役員賞与（注）             △28 △28   △28

当期純利益             1,262 1,262   1,262

自己株式の取得                 △13 △13

自己株式の処分   0 0             3 3

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額)                   

事業年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0 ― ― △61 500 401 839 △10 828

平成19年３月31日残高(百万円) 2,617 1,886 0 1,886 654 700 459 11,300 1,704 14,818 △145 19,176

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,442 1,442 19,790

事業年度中の変動額       
固定資産圧縮積立金の 
取崩（注）     ―

固定資産圧縮積立金の 
取崩     ―

別途積立金の積立（注）     ―

剰余金の配当（注）     △197

剰余金の配当     △197

役員賞与（注）     △28

当期純利益     1,262

自己株式の取得     △13

自己株式の処分     3

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) △510 △510 △510

事業年度中の変動額合計 
(百万円) △510 △510 318

平成19年３月31日残高(百万円) 931 931 20,108



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   …償却原価法(定額

法) 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   …移動平均法による

原価法 

  その他有価証券 

   ①時価のあるもの 

     …中間決算日の

市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は

全部純資産直

入法により処

理し、売却原

価は移動平均

法 に よ り 算

定） 

   ②時価のないもの 

     …移動平均法に

よる原価法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

  

  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  

  その他有価証券 

   ①時価のあるもの 

     同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   ②時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

同左 

  

  子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  

  その他有価証券 

   ①時価のあるもの 

     …決算期末日の

市場価格等に

基づく時価法

（評価差額は

全部純資産直

入法により処

理し、売却原

価は移動平均

法により算

定） 

   ②時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

   …時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

  製品及び仕掛品 

   総平均法による原価

法 

  商品及び原材料・貯蔵

品 

   移動平均法による原

価法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除

く)については定額法)を

採用しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物…………３～50年 

機械及び装置 

……２～17年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しており

ます。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分

した額をそれぞれ発生し

た事業年度から費用処理

することとしておりま

す。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生した事業年度から費

用処理することとしてお

ります。 

  (3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給見

込額を計上しておりま

す。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく期末要支給見込額

を計上しております。 

  (4) 役員賞与引当金 

  役員に対する賞与の支

出に備えるため、支給見

込額のうち当中間会計期

間負担額を計上しており

ます。 

(4) 役員賞与引当金 

同左 

(4) 役員賞与引当金 

  役員に対する賞与の支

出に備えるため、支給見

込額を計上しておりま

す。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞ

れ14百万円減少しております。 

―――――――――― （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適

用しております。 

これにより営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は、それぞ

れ28百万円減少しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月9日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、19,920百万円であ

ります。 

 なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

―――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月9日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月9

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相

当する金額は、20,108百万円であ

ります。 

 なお、当事業年度における貸借

対照表の純資産の部については、

財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の財務諸表等規則により作成

しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――――――――― （有形固定資産の減価償却の方

法） 

法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。これにより、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益はそれ

ぞれ９百万円減少しております。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した事業年

度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しておりま

す。 

これにより、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益がそれぞ

れ36百万円減少しております。 

―――――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

25,507百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

26,180百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

25,596百万円

※２ 有形固定資産の圧縮記帳累計額 

機械及び装置 174百万円

その他 90百万円

計 264百万円

※２ 有形固定資産の圧縮記帳累計額 

機械及び装置 173百万円

その他 90百万円

計 264百万円

※２ 有形固定資産の圧縮記帳累計額 

機械及び装置 173百万円

その他 90百万円

計 264百万円

※３ 担保に供している資産 

 有形固定資産のうち東京工場

の建物、構築物、機械装置及び

土地、239百万円は工場財団と

して下記借入金の担保に供して

おります。 

短期借入金 109百万円

長期借入金 656百万円

計 766百万円

※３ 担保に供している資産 

 有形固定資産のうち東京工場

の建物、構築物、機械装置及び

土地、239百万円は工場財団と

して下記借入金の担保に供して

おります。 

短期借入金 109百万円

長期借入金 547百万円

計 656百万円

※３ 担保に供している資産 

 有形固定資産のうち東京工場

の建物、構築物、機械装置及び

土地、232百万円は工場財団と

して下記借入金の担保に供して

おります。 

短期借入金 109百万円

長期借入金 601百万円

計 711百万円

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

※４ ――――――― 

※５ 中間会計期間末日満期手形の会

計処理 

 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしており

ます。 

 なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期

手形が中間会計期間末残高に含

まれております。 

受取手形 122百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形の会

計処理 

 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしており

ます。 

 なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期

手形が中間会計期間末残高に含

まれております。 

受取手形 101百万円

※５ 事業年度末日満期手形の会計処

理 

 事業年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日を

もって決済処理をしておりま

す。 

 なお、当事業年度の末日は金

融機関の休日であったため、次

の事業年度末日満期手形が事業

年度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 116百万円

 ６ 保証債務 

 連結子会社㈱オリエンタルバ

イオサービスを被保証者とし

て、平成21年５月末までの事業

用施設及び貸室の賃料、内装設

備使用料（現行月額７百万円）

の支払の債務について、連帯保

証人となっております。 

 ６ 保証債務 

 連結子会社㈱オリエンタルバ

イオサービスを被保証者とし

て、平成21年５月末までの事業

用施設及び貸室の賃料、内装設

備使用料（現行月額７百万円）

の支払の債務について、連帯保

証人となっております。 

 ６ 保証債務 

 連結子会社㈱オリエンタルバ

イオサービスを被保証者とし

て、平成21年５月末までの事業

用施設及び貸室の賃料、内装設

備使用料（現行月額７百万円）

の支払の債務について、連帯保

証人となっております。 



  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  
  
次へ 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

 ７  当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、当座借越契約

(取引銀行３行)および特定融資

枠契約(コミットメントライン

契約)(取引銀行３行)を締結し

ております。 

 これら契約に基づく当中間会

計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

当座借越極度額 
および特定融資 
枠契約の総額 

2,700百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,700百万円

 ７  当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、当座借越契約

(取引銀行３行)および特定融資

枠契約(コミットメントライン

契約)(取引銀行３行)を締結し

ております。 

 これら契約に基づく当中間会

計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

当座借越極度額
および特定融資
枠契約の総額 

2,700百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,700百万円

 ７  当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、当座借越契約

(取引銀行３行)および特定融資

枠契約(コミットメントライン

契約)(取引銀行３行)を締結し

ております。 

 これら契約に基づく当事業年

度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座借越極度額 
および特定融資 
枠契約の総額 

2,700百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,700百万円

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要項目 

受取利息 7百万円

受取配当金 196百万円

※１ 営業外収益のうち主要項目 

受取利息 13百万円

受取配当金 263百万円

※１ 営業外収益のうち主要項目 

受取利息 21百万円

受取配当金 214百万円

※２ 営業外費用のうち主要項目 

支払利息 17百万円

※２ 営業外費用のうち主要項目 

支払利息 12百万円

※２ 営業外費用のうち主要項目 

支払利息 42百万円

※３ ――――― ※３ ――――― ※３ 特別利益のうち主要項目 

関係会社株式 
売却益 

592百万円

投資有価証券 
売却益 

8百万円

※４ 特別損失のうち主要項目 

固定資産除却損 44百万円

※４ 特別損失のうち主要項目 

固定資産除却損 18百万円

投資有価証券
評価損 

8百万円

※４ 特別損失のうち主要項目 

固定資産除却損 119百万円

前期損益修正損 9百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 669百万円

無形固定資産 142百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 696百万円

無形固定資産 146百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,376百万円

無形固定資産 286百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少２千株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加11千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加18千株は、単元未満株式の買取請求による増加であります。 

普通株式の自己株式の株式数の減少４千株は、単元未満株式の売渡請求による減少であります。 

  
  
次へ 

  
前事業年度末 

株式数 
(千株) 

当中間会計期間
増加株式数 
(千株) 

当中間会計期間
減少株式数 
(千株) 

当中間会計期間末 
株式数 
(千株) 

自己株式         

普通株式 199 8 2 205 

合計 199 8 2 205 

  
前事業年度末 

株式数 
(千株) 

当中間会計期間
増加株式数 
(千株) 

当中間会計期間
減少株式数 
(千株) 

当中間会計期間末 
株式数 
(千株) 

自己株式         

普通株式 213 11 0 223 

合計 213 11 0 223 

  
前事業年度末 

株式数 
(千株) 

当事業年度
増加株式数 
(千株) 

当事業年度
減少株式数 
(千株) 

当事業年度末 
株式数 
(千株) 

自己株式         

普通株式 199 18 4 213 

合計 199 18 4 213 



(リース取引関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 
  

    なお、取得価額相当額は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

  
  

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 

相当額 
(百万円) 

建物 494 209 284 

その他 299 218 81 

合計 794 428 365 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 
  

  
同左 

  
  

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

建物 494 280 213 

その他 239 182 56 

合計 733 462 270 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 
  

    なお、取得価額相当額は、

未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

  

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

建物 494 244 249 

その他 303 250 52 

合計 797 495 302 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

    なお、未経過リース料中間

期末残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

１年以内 128百万円

１年超 237百万円

 合計 365百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  
同左 

１年以内 92百万円

１年超 178百万円

 合計 270百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

    なお、未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

１年以内 108百万円

１年超 193百万円

 合計 302百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 76百万円

減価償却費相当額 76百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 65百万円

減価償却費相当額 65百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 143百万円

減価償却費相当額 143百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 3百万円

１年超 0百万円

 合計 3百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 ―百万円

 合計 0百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 1百万円

１年超 ―百万円

 合計 1百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ
るものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

３ １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当する事項はありません。 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当する事項はありません。 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当する事項はありません。 

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 604円26銭

１株当たり 
中間純利益金額 

12円77銭

１株当たり純資産額 614円60銭

１株当たり 
中間純利益金額 

15円50銭

１株当たり純資産額 610円13銭

１株当たり
当期純利益金額 

38円31銭

  
前中間会計期間末

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末

(平成19年９月30日) 
前事業年度末 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） 19,920 20,249 20,108 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額
(百万円） 19,920 20,249 20,108 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
中間期末(期末)の普通株式の数（千株） 32,965 32,947 32,958 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 420 510 1,262 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 420 510 1,262 

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,967 32,952 32,964 



(2) 【その他】 

平成19年11月８日開催の取締役会において、当社定款第43条の規定に基づき、平成19年９月30日現在の最終株主

名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し次のとおり中間配当を行う旨決議しました。 

① 中間配当金総額 197,683千円

② １株当たりの中間配当金 ６円

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月４日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

(事業年度(第121期) 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
平成19年６月28日 

関東財務局長に提出 
      

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年６月28日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。
平成19年９月12日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当する事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月14日

オリエンタル酵母工業株式会社 

代表取締役社長 内 藤 利 邦 殿 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオリエ

ンタル酵母工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、オリエンタル酵母工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  塚  原  雅  人  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  星  野  正  司  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  會  田  将  之  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月14日

オリエンタル酵母工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオリエンタル酵母工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、オリエンタル酵母工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  塚  原  雅  人  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  田  村  保  広  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  會  田  将  之  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月14日

オリエンタル酵母工業株式会社 

代表取締役社長 内 藤 利 邦 殿 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオリエ

ンタル酵母工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第121期事業年度の中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、オリエンタル酵母工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  塚  原  雅  人  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  星  野  正  司  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  會  田  将  之  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月14日

オリエンタル酵母工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオリエンタル酵母工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第122期事業年度の中間会計期間

(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、オリエンタル酵母工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  塚  原  雅  人  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  田  村  保  広  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  會  田  将  之  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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